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１ 背景・目的

平成30年 6月 18日に発生した大阪府北部を震源とする地震において、

小学校のブロック塀が倒壊し女子児童が犠牲となった事故を受け、ブロック塀

の安全性が再問題化された中で、全国的に安全点検等状況調査が実施され、そ

の対策が各自治体で進められているところである。

本市においては、令和 2 年 3 月までに全ての学校施設に設置されている

ブロック塀及び土留め等に使用されているブロック（以下、「ブロック塀等」

という。）の詳細な実態調査※1を完了し、危険なブロック塀等については児童

生徒等の安全確保のため、注意喚起の措置及び撤去やフェンス等への再整備に

よる安全対策を行ってきたところであり、引続き計画的な整備を実施していく

必要がある。

本市の学校施設における現存ブロック塀等の総延長は4,086m有り、 そ

のうち危険なブロック塀等は、現在、1,695.8mにも及ぶため、全てのブロ

ック塀等の安全対策を実施するには、相当の費用と期間を必要とする。

本計画は、児童生徒等が安全で安心して学校生活を送れるよう、市内学校

施設に現存するブロック塀等について、高さ、劣化、設置場所及び周辺の状況

等により整備の優先順位を判断し、必要な設計料や工事費等を勘案した上で

事業の平準化を図り、計画的な安全対策の整備を推進していくための方針を

定めるものとする。

※1詳細な実態調査 →名護市学校施設ブロック塀等調査

２ 本計画の位置づけ

上位計画

■ 文部科学省インフラ長寿命化計画（行動計画）

■ 第５次 名護市総合計画

政策２ 育みと学びのあるまちづくり【子育て・教育】

施策４ 学校教育の充実

「安全で快適な教育環境づくりに向け、施設整備や

学校備品等の充実を図る。（抜粋）」

■ 第３次 名護市教育振興基本計画

基本方針Ⅰ 豊かな学びを育む教育の推進

基本施策２ 学校教育環境の充実

「子どもたちが安全・安心に学校生活を送れるよう、

より良い教育環境の整備に向けて取組みます。（抜粋）」

■ 名護市公共施設等総合管理計画

■ 名護市国土強靭化地域計画
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３ 対象の学校施設

(1) 対象施設

本計画の対象となる学校（幼稚園含む）は30施設とする。

【表-1】対象学校施設

施設区分 施設数 施設名 施設所在地

小学校 11施設

真喜屋小学校 字真喜屋571番地

羽地小学校 字田井等601番地 2

稲田小学校 字我部祖河440番地 1

安和小学校 字安和小学校174番地

屋部小学校 字屋部47番地

大宮小学校 宮里五丁目13番 22号

名護小学校 大西二丁目2番 22号

東江小学校 東江一丁目7番 2号

瀬喜田小学校 字幸喜4番地1

久辺小学校 字豊原208番地

大北小学校 大北四丁目19番 37号

中学校 ７施設

屋我地中学校(財産処分予定） 字饒平名159番地

羽地中学校 字仲尾次770番地

屋部中学校 字屋部546番地

名護中学校 大西二丁目2番 33号

久辺中学校 字豊原208番地

東江中学校 大東二丁目1番 1号

大宮中学校 宮里七丁目2番 66号

幼稚園 10施設

屋我地幼稚園 字饒平名159番地

真喜屋幼稚園 字真喜屋571番地

羽地幼稚園 字田井等601番地 2

稲田幼稚園 字我部祖河440番 1

安和幼稚園 字安和174番地

屋部幼稚園 字屋部47番地

大宮幼稚園 宮里五丁目13番 22号

東江幼稚園 東江一丁目7番 2号

瀬喜田幼稚園 字幸喜4番地1

大北幼稚園 大北四丁目19番 32号

緑風学園 字汀間122番地

屋我地ひるぎ学園 字饒平名159番地

合計 30施設

小中一貫校 ２施設
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(2) 対象施設の位置

本計画の対象学校施設の位置を図-1に示す。

【図-1】位置図(30施設)

４ 安全対策の実施状況

文部科学省から、平成30年 6月 19日付け「学校におけるブロック塀等

の安全点検等について（通知）」及び同年6月29日付け「学校施設における

ブロック塀等の安全点検等状況調査について（依頼）」を受け、市内全学校の

ブロック塀等の状況調査を実施した。

「安全対策等状況調査」の結果から、危険なブロック塀等による事故防止の

安全対策として、児童生徒等への周知や指導、張り紙及び立入禁止等の注意喚

起を措置するよう市内の全学校へ通知し対応を行った。また、早急に整備を

行う必要のあった一部のブロック塀等については、平成30年 9月から平成

31年 3月において撤去やフェンス等への再整備を実施した。

名護浦湾

大浦湾
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(1) 注意喚起の状況

① 張り紙の状況

【写真-1】張り紙 （東江小学校）

② カラーコンによる立入禁止の状況

【写真-2】立入禁止 （名護小学校）
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(2) 再整備の状況

① 危険ブロック塀の撤去

【写真-3】ブロック塀撤去 （名護幼稚園）

[ 着手前 ] [ 完 了 ]

② フェンスへの再整備

【写真-4】フェンス設置 （屋部中学校）

[ 着手前 ] [ 完 了 ]
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５ 安全対策の実施方針

(1) ブロック塀等の緊急度判定

“【参考資料-1】ブロック塀の診断カルテ”※2に基づき、全てのブロッ

ク塀等を診断し、その結果を“【表-２】ブロック塀緊急度判定指標”により

「段階１/危険」から「段階６/健全」までの各段階へ整理し、緊急度判定を

行う。

判定の結果が「段階１/危険」及び「段階２/注意」となったブロック塀等

を先行して整備していくものとする。

※2ブロック塀の診断カルテ →15頁参照

【表-2】ブロック塀等緊急度判定指標

段 階 緊急度判定 評 点 建築基準法適否 劣化状況

段階１ 危 険 40点未満 不適合 有る

段階２ 注 意 40～54点 不適合 有る

段階３ 一応安全 55～69点 不適合 有る

段階４ 一応安全 55～69点 不適合 無し

段階５ 安 全 70点以上 不適合 無し

段階６ 健 全 70点以上 適 合 無し
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(2) 整備の優先順位

緊急度判定において先行整備となった「段階１」※3と「段階２」※4の

ブロック塀等について、更に児童生徒等の安全を優先として、「倒壊の方向」

「土圧の位置」「緩衝帯の有無」及び「人的被害の危険性」を総合的に判断

し、“【表-3】整備優先順位指標”により、順位[１]から順位[14]までの

各優先順位へ整理し、人的被害の危険性の高いものから順に整備していく

ものとする。

※3段階１ →「危険」である

※4段階2 →「注意」を要する

【表-3】整備優先順位指標

※5土圧がかかっていない方向を倒壊方向とする。

※6土がかかる高さ40cm以下を「低い」とする。

（一社）全国建築コンクリートブロック工業会による

※7花壇や植樹帯などがブロック塀等と隣接していれば「有」とする。

段 階 優先順位 倒壊の方向※5 土圧の位置※6 緩衝帯※7 人的被害の危険性

段階１ [１]

段階２ [２]

段階１ [３]

段階２ [４]

段階１ [５]

段階２ [６]

段階１ [７]

段階２ [８]

段階１ [９]

段階２ [10]

段階１ [11]

段階２ [12]

段階１ [13]

段階２ [14]

通学路 － － 高

学校敷地 外 低い － 低

学校敷地 内 高い 無

学校敷地 外 高い 無

学校敷地 内 高い 有

学校敷地 外 高い 有

学校敷地 内 低い －
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(3) 既存ブロック塀等の状況

① 優先順位 [１], [２]

通学路側へ倒壊の危険性があり、人的被害の危険性が高いもの。

【写真-5】左側通学路/右側小学校（大北幼稚園）

② 優先順位 [３], [４]

学校敷地内へ倒壊の危険性があり、ブロック塀の土圧が高い位置から生じ、

花壇や植樹帯などの緩衝帯が無く、人的被害の危険性が高いもの。

【写真-6】左側小学校/右側通学路（名護小学校）



9

③ 優先順位 [５], [６]

学校敷地外へ倒壊の危険性があり、ブロック塀の土圧が高い位置から生じ、

花壇や植樹帯などの緩衝帯が無く、人的被害の危険性が高いもの。

【写真-7】左側敷地内(正門通り)/右側敷地外(民地) （真喜屋小学校）

④ 優先順位 [７], [８]

学校敷地内へ倒壊の危険性があり、ブロック塀の土圧が高い位置から生じ、

花壇や植樹帯などの緩衝帯が有り、人的被害の危険性がやや高いもの。

【写真-8】左側幼稚園(園庭)/右側敷地内(正門通り) （真喜屋小学校）
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⑤ 優先順位 [９], [10]

学校敷地外へ倒壊の危険性があり、ブロック塀の土圧が高い位置から生じ、

花壇や植樹帯などの緩衝帯が有り、人的被害の危険性がやや低いもの。

【写真-9】左側敷地外(水路)/右側敷地内(園庭) （東江幼稚園）

⑥ 優先順位 [11], [12]

学校敷地内へ倒壊の危険性があり、ブロック塀の土圧が低い位置から生じ、

人的被害の危険性が低いもの。

【写真-10】左側小学校(体育館)/右側道路 （稲田小学校）
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⑦ 優先順位 [13], [14]

学校敷地外へ倒壊の危険性があり、ブロック塀の土圧が低い位置から生じ、

人的被害の危険性が低いもの。

【写真-11】左側敷地内(校内通路)/右側敷地外(水路) （安和小学校）
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(4) 再整備の安全対策例

次の図を標準的な整備の対策例とし、それぞれのブロック塀等の設置場所

及び周辺の状況にあった適切な安全対策を検討し整備する。

【図-2】再整備安全対策例
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６ 整備計画

「名護市学校施設ブロック塀等調査（令和２年３月）」※8により、６段階

判定のうちの「段階１/危険」及び「段階２/注意」と判定されたブロック塀等

について、「安全対策の実施方針」に基づき、危険度判定や優先順位を整理し

て整備計画を立てる。

令和８年６月現在ブロック塀等の整備延長について、学校施設に現存するブ

ロック塀等の総延長は4,086ｍとなっており、そのうち優先的に整備すべき

ブロック塀等の延長は、「段階１/危険」が107.8ｍ、「段階２/注意」が1,588

ｍで、合計1,695.8ｍとなっている。ただし、「段階１/危険」及び「段階２/

注意」のブロック塀等と「段階３/一応安全」から「段階5/安全」までの判定

となったブロック塀等とが連続し縦列して存置され、同時に整備する方が効率

的と判断できる場合は合わせて整備を行うため、整備対象延長※9は当該「段

階3/一応安全」以上のブロック塀等を含めた2,084.6ｍとする。

再整備にあたっては、ブロックに替えて、光や風が透過され見通しも明るく

開放感のあるフェンス※10で整備していくことを基本とする。

※8名護市学校施設ブロック塀等調査（令和２年３月）及び ※9整備対象延長

→【参考資料-2】学校施設ブロック塀等実態調書16頁参照

※10フェンス →再整備の状況として表紙及び5頁参照

７ 整備スケジュール

「安全対策の実施方針」及び「整備計画」に基づき、緊急度や優先度などを

勘案し人的被害の危険性の高いものから順に、事業の平準化を図りながら

整備スケジュールを立てる。

事業の実施にあたっては、市の実施計画へ位置付けをし、実施計画表※11に

より年次的に整備していくものとする。

なお、令和 17年度までの10ヵ年計画では、整備対象延長の2,084.6m

（74箇所）のうち840.3m（39箇所）を整備していくものとする。

※11実施計画表 →【参考資料-3】実施計画表(10ヵ年計画)17頁参照
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8 補助金事業等の活用

平成30年度において、国（文部科学省）の補正予算として創設された臨時

特例交付金を活用し、延長173m（小学校3校, 中学校3校）のブロック塀

等を再整備した。当該特例交付金については、建築基準法※12に準拠していな

いブロック塀等は事業の対象から除かれており、また、その後の国等の補助金

等も設置されていないことから、現在、危険ブロック塀の再整備を進めていく

には、各自治体において対応せざるを得ない状況となっている。

事業実施においては、財源確保が必要であることから、他の省庁が所管する

活用可能な補助メニューを関係部署とも連携を図りながら検討を行う。また、

文部科学省の既事業である屋外教育環境整備事業（グラウンド整備）等で、そ

の事業の実施タイミングを勘案しつつ、合わせて整備する方が効率的と判断

できる場合は、当該既事業の活用も含めて検討する。

なお、緊急に安全対策しなければならない危険ブロック塀等の再整備が

必要となった場合は、その都度、予算措置を行い実施していくものとする。

※12建築基準法 →【参考資料-4】建築基準法規定のブロック塀18頁参照

９ 計画の見直し

既存ブロック塀等の緊急度判定や優先順位においては、現存するブロック

塀等の高さ、劣化、設置場所及び周辺の状況等を総合的に勘案して優先付けを

行っていることから、新たな劣化の発生や周辺の状況変化等についての安全

点検を年に１回程度実施し、また、各学校で毎月実施している安全点検による

報告や修繕要請等も活用しながら、必要に応じて本計画の見直しを行い、児童

生徒等が安全で安心して学校生活を送れるよう、ブロック塀等の安全対策を

実施していく。
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10 参考資料

【参考資料-1】ブロック塀の診断カルテ

※（一社）全国建築コンクリートブロック工業会によるカルテ
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【参考資料-2】学校施設ブロック塀等実態調書
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【参考資料-3】実施計画表(10ヵ年計画)
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【参考資料-4】建築基準法規定のブロック塀

※ 新日本法規出版(株)建築申請memo2020 抜粋


